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事業内容

１　出資等の状況（H21.4.1現在） （単位：千円,位）

10,600

出資（出捐）額
出資（出捐）
割合

出資（出捐）
順位

備考

5,000 47.2% 1

2,000 18.9% 2

1,000 9.4% 3

300 2.8% 4

240 2.3% 5

220 2.1% 6

200 1.9% 7

200 1.9% 8

180 1.7% 9

1,260 11.8% 10

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H21.4.1現在）

26

社員数

県 1

市町村

国又は政府系機関

民間法人 25

その他

千葉県による公社等外郭団体に関する情報公開

ＪＡ安房ほか１６者

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

ＪＡちばみどり

０４３－２２３－２８７１

全農千葉県本部、ＪＡ、信連、全共連、千葉県本部

ＪＡ長生

主な者

資本金（又は出捐金）

会長理事　海保　行雄

０４３－２４５－９４５５

昭和45年12月16日

千葉市中央区新千葉３－２－６

青果物価格の安値時における生産農家の損失を補て
んすること等によって、生産農家の経営の安定と集団産
地の育成を図る。

千葉県

全農千葉県本部

出資（出捐）者

千葉県信連

ＪＡとうかつ中央

ＪＡいすみ

ＪＡかとり

ＪＡ山武郡市

団体名 社団法人千葉県青果物価格補償協会 県所管課 農林水産部生産販売振興課



３　財務状況　

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 １８年度 １９年度 ２０年度

総資産 786,828 801,058 743,543

負　債 767,253 781,421 721,407

(うち有利子負債）

純資産 19,575 19,637 22,136

累 積 損 益（利益剰余金） 8,975 9,037 11,536

（２）損益計算書 （単位：千円）

項　　　目 １８年度 １９年度 ２０年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 1,192,397 1,255,782 976,561

経 常 損 益 △825 62 2,498

当 期 損 益 △825 62 2,498

減価償却前当期損益　　　　 △825 62 2,498

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 １８年度 １９年度 ２０年度

借 入 金 残 高　　　　　     

うち県からの借入金残高

うち県以外からの借入金残高

〈貸借対照表〉　純資産⇒正味財産合計

　　　　　　　　　　利益剰余金⇒一般正味財産

〈損益計算書〉　損益計算書⇒正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝経常収益＋経常外収益

　　　　　　　　　　＋当期指定正味財産増加額）

　　　経常損益⇒当期経常増減額

　　　当期損益⇒当期一般正味財産増減額

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高

※一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人（特例法人（従来の公益法人）含む。）については、
次のとおり公益法人会計基準に読み替える。



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 １８年度 １９年度 ２０年度

委　託　料   　　

補助金･交付金・
負担金

野菜の生産、出荷の安定を図る
ため資金を造成し、価格下落時
に価格補てんを行う。

387,583 77,596 30,580

合　　　計 387,583 77,596 30,580

（２）その他

利子補給

税の減免額

出資金

貸付金

上記以外のもの

合　　　計

６　役職員の状況（各年度７月１日現在）

（１）役職員数 （単位：人）

１９年度 ２０年度 ２１年度

常勤役員数   

うち県退職者

うち県派遣職員

常勤職員数  1 1 1

うち県退職者

うち県派遣職員

（２）役職員の平均年収等の状況

１９年度 ２０年度 ２１年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 　　　  人（　 人） 　　　　人（　人） 　　　　人（　人）

役員平均年齢   　　　　　　歳   　　　　　　歳   　　　　　　歳

平均年収(千円）             千円            千円            千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 　　　 1人（　 人） 　　　 1人（　 人） 　　　1 人（　 人）

職員平均年齢   　　　　36歳   　　　　37歳   　　　　38歳

平均年収(千円） 3,821千円 3,908千円  3,908千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出してください。

※実人員の考え方
　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人
　・4月に役員が5人いて、10月から1人減り、年度末に4人であった場合の実人員は4.5人

項　　　目

項　　　目



７　見直し方針の取組状況

見直し方針

見直し
の概要

取組状況

その他（特
記事項等）

＊平成１８年１０月に千葉県行政改革推進本部で決定した見直し方針とその取組状況を記載してください（２７団体）。
＊２７団体以外の団体については、平成１４年に決定した方針とその取組状況を記載してください。

関与縮小

野菜生産出荷安定法の規定に基づき、青果物価格補償事業を実施するため設立され
た法人であり、今後も農家経営の安定と産地育成を効果的に行っていく必要があるこ
とから、現在の経営形態での運営が適当。

会員から会費を徴収し運営費を賄う。


